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愛媛県緊急時モニタリング計画 新旧対照表（変更箇所抜粋） 
新 旧 備考 

１ 目的 

＜略＞ 

（２）緊急時モニタリング計画の目的

本 計画は、愛媛県が、「原子力災害対策指針（平成 24年 10月

31 日原子力規制委員会決定）」、「防災基本計画（原子力災害対策

編）（昭和 38 年６月 14 日中央防災会議決定）」及び「愛媛県地域

防災計画（原子力災害対策編）（昭和 52年２月策定）」等に基づき、

原子力災害時における緊急時モニタリングに関する基本的事項及

び緊急時モニタリング体制の整備等について定めたものであり、

愛媛県が国の統括の下、関係機関と連携して実施する緊急時モニ

タリングの迅速かつ効率的な遂行に資することを目的とする。（別

添１参照：緊急時モニタリング体制の全体図）

＜略＞ 

２ 基本的事項 

（１）基本方針

原子力災害対策指針で定める「警戒事態」において、愛媛県は、

平常時モニタリングの強化を含めた緊急時モニタリングの準備を

行うため、「愛媛県モニタリング本部」を設置する。愛媛県は、国

が設置する緊急時モニタリングセンター（ＥＭＣ：Emergency 

Radiological Monitoring Center（以下「ＥＭＣ」という。））の

立ち上げ準備に協力しつつ、並行して環境放射線モニタリングを

実施する。 

＜略＞ 

愛媛県は、国の統括の下でＥＭＣ構成要員としてＥＭＣの各構成

機関と連携して緊急時モニタリングを実施する。 

＜略＞ 

１ 目的 

＜略＞ 

（２）緊急時モニタリング計画の目的

この計画は、愛媛県が、「原子力災害対策指針（平成 24年 10月

31 日原子力規制委員会決定）」、「防災基本計画（原子力災害対策

編）（昭和 38 年６月 14 日中央防災会議決定）」及び「愛媛県地域

防災計画（原子力災害対策編）（昭和 52年２月策定）」等に基づき、

原子力災害時における緊急時モニタリングに関する基本的事項及

び緊急時モニタリング体制の整備等について定めたものであり、

愛媛県が国の統括の下、関係機関と連携して実施する緊急時モニ

タリングの迅速かつ効率的な遂行に資することを目的とする。（別

添１参照：緊急時モニタリング体制の全体図）

＜略＞ 

２ 基本的事項 

（１）基本方針

原子力災害対策指針で定める「警戒事態」において、愛媛県は、

平常時モニタリングの強化を含めた緊急時モニタリングの準備を

行うため、「愛媛県モニタリング本部」を設置する。愛媛県は、国

が設置する緊急時モニタリングセンター（ＥＭＣ：Emergency 

Radiological Monitoring Center（以下「ＥＭＣ」という。））の

立上げ 準備に協力しつつ、並行して環境放射線モニタリングを

実施する。 

＜略＞ 

愛媛県は、国の統括の下でＥＭＣの構成員としてＥＭＣの各構成

機関と連携して緊急時モニタリングを実施する。 

＜略＞ 
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・記載の適正化

・用語の統一
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新 旧 備考 

（２）本計画と「緊急時モニタリング実施計画」との関係 

本計画は、愛媛県の緊急時モニタリング体制及びその整備、協

力要請、緊急時の対応、モニタリング結果の確認及び公表、ＥＭ

Ｃ構成要員の被ばく管理等並びにその他の緊急時モニタリングに

関する基本的事項を定めたものである。一方、「緊急時モニタリン

グ実施計画」は、原子力災害対策指針及びその関係資料、本計画、

山口県緊急時モニタリング計画      等を参照して、事故

の状況に応じたモニタリング実施項目や対象区域等について定め

るものである。 

＜略＞ 

 

３ 緊急時モニタリング等の実施体制 

＜略＞ 

 

（３）              ＥＭＣ の体制 

＜略＞ 

 

５ 協力要請 

＜略＞ 

 

（２）海域モニタリング及び航空機モニタリングの協議 

ＥＭＣセンター長は、施設敷地緊急事態においては、原子力規

制委員会・内閣府原子力事故合同対策本部（以下「原子力事故合

同対策本部」という。）に、全面緊急事態に至った際には、政府の

原子力災害対策本部（以下「原子力災害対策本部」という。）に、

海域モニタリング及び航空機モニタリングの実施について、必要

に応じて協議を行う。 

 

６ 緊急時等における対応 

（１）情報収集事態における対応 

原子力災害対策マニュアル（平成 24年 10月 19日原子力防災会

議幹事会決定）で定める「情報収集事態」（愛媛県伊方町において

震度５弱又は５強（震度６弱以上の地震が発生した場合は警戒事

態）の地震の発生を認知した場合等）に至った際には、愛媛県は、

放射性物質の放出を検出することができるよう平常時モニタリン

（２）本計画と「緊急時モニタリング実施計画」との関係 

本計画は、愛媛県の緊急時モニタリング体制及びその整備、協

力要請、緊急時の対応、モニタリング結果の確認及び公表、ＥＭ

Ｃ構成要員の被ばく管理等並びにその他の緊急時モニタリングに

関する基本的事項を定めたものである。一方、「緊急時モニタリン

グ実施計画」は、原子力災害対策指針及びその関係資料、本計画  

並びに山口県の「緊急時モニタリング計画」等を参照して、事故

の状況に応じたモニタリング実施項目や対象区域等について定め

るものである。 

＜略＞ 

 

３ 緊急時モニタリング等の実施体制 

＜略＞ 

 

（３）緊急時モニタリングセンター（ＥＭＣ）の体制 

＜略＞ 

 

５ 協力要請 

＜略＞ 

 

（２）海域モニタリング及び航空機モニタリングの協議 

ＥＭＣセンター長は、              原子力規

制委員会・内閣府原子力事故合同対策本部（以下「原子力事故合

同対策本部」という。）又は全面緊急事態に至った際には、政府の

原子力災害対策本部（以下「原子力災害対策本部」という。）に、

海域モニタリング及び航空機モニタリングの実施について、必要

に応じて協議を行う。 

 

６ 緊急時等における対応 

（１）情報収集事態における対応 

原子力災害対策マニュアル（平成 24年 10月 19日原子力防災会

議幹事会決定）で定める「情報収集事態」（愛媛県伊方町において

震度５弱又は５強（震度６弱以上の地震が発生した場合は警戒事

態）の地震の発生を認知した場合等）に至った際には、愛媛県は、

放射性物質の放出を検出することができるよう平常時のモニタリ
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新 旧 備考 

グ を継続する。なお、愛媛県は、自然災害等の影響により固定

観測局や大気モニタ等に異常がある場合には、代替機の設置又は

修理等の必要な対応をとる。 

 

（２）警戒事態における対応 

警戒事態に至った際には、愛媛県は、関係機関に対して出動の

指示又は要請を行うとともに「愛媛県モニタリング本部」を設置

し、「愛媛県緊急時モニタリング実施要領」に定める平常時モニタ

リングの強化を含めた緊急時モニタリングの準備を開始する。 

また、愛媛県は、上席放射線防災専門官（伊方担当）及びＯＦＣ

に参集している要員と協力して、ＥＭＣの立ち上げに備え、通信

機器等の稼働状況の確認や、あらかじめ準備した物資や宿泊施設

の確認等、ＥＭＣ構成要員   の受け入れ態勢の確保を行う。 

 

（３）施設敷地緊急事態における対応 

 

＜略＞ 

 

なお、愛媛県は、国が「緊急時モニタリング実施計画」を策定す

るまでの間は、本計画及び「愛媛県緊急時モニタリング実施要領」

に基づき、また、緊急時モニタリング実施計画が策定された後は、

「緊急時モニタリング実施計画」に基づき、ＥＭＣ構成要員とし

て、緊急時モニタリングを実施する。 

 

（４）全面緊急事態における対応 

全面緊急事態に至った際には、愛媛県はＥＭＣ構成要員として、

緊急時モニタリング実施計画に基づき緊急時モニタリングを実施

する。 

 

＜略＞ 

 

８ ＥＭＣ構成要員の被ばく管理等 

 

＜略＞ 

 

ングを継続する。なお、愛媛県は、自然災害等の影響により固定

観測局や大気モニタ等に異常がある場合には、代替機の設置又は

修理等の必要な対応をとる。 

 

（２）警戒事態における対応 

警戒事態に至った際には、愛媛県は、関係機関に対して出動の

指示又は要請を行うとともに「愛媛県モニタリング本部」を設置

し、「愛媛県緊急時モニタリング実施要領」に定める平常時モニタ

リングの強化を含めた緊急時モニタリングの準備を開始する。 

また、愛媛県は、上席放射線防災専門官（伊方担当）及びＯＦＣ

に参集している要員と協力して、ＥＭＣの立上げ に備え、通信

機器等の稼働状況の確認や、あらかじめ準備した物資や宿泊施設

の確認等、ＥＭＣ構成機関の要員の受け入れ態勢の確保を行う。 

 

（３）施設敷地緊急事態における対応 

 

＜略＞ 

 

なお、愛媛県は、国が「緊急時モニタリング実施計画」を策定する

までの間は、本計画及び「愛媛県緊急時モニタリング実施要領」

に基づき、また、緊急時モニタリング実施計画が策定された後は、

「緊急時モニタリング実施計画」に基づき、ＥＭＣの構成員とし

て、緊急時モニタリングを実施する。 

 

（４）全面緊急事態における対応 

全面緊急事態に至った際には、愛媛県はＥＭＣの構成員として、

緊急時モニタリング実施計画に基づき緊急時モニタリングを実施

する。 

 

＜略＞ 

 

８ ＥＭＣ構成要員の被ばく管理等 

 

＜略＞ 
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新 旧 備考 

（２）被ばく管理 

ア ＥＭＣ構成要員の派遣元機関は、ＥＭＣ         

  と協力して適切にＥＭＣ構成要員の被ばく管理を行う。 

イ ＥＭＣは、ＥＭＣ構成要員の個人被ばく線量を収集・把握

するとともに、ＥＭＣ構成要員の派遣元機関が実施する被ば

く線量の管理について必要な支援を行う。 

 

 

 

 

 

（３）被ばく管理基準 

    ＥＭＣ構成要員 の活動期間中の外部被ばくの管理基

準値等については、愛媛県地域防災計画（原子力災害対策編）で

定められた基準を適用し、その値を超えたとき、又は  超える

おそれのあるときは、ＥＭＣ構成要員の派遣元機関は、ＥＭＣセ

ンター長の判断を参考に当該ＥＭＣ構成要員 に対し、屋外の活

動中止の指示等をする。 

     ＥＭＣセンター長からの判断が伝えられない場合であ

っても、ＥＭＣ構成要員の派遣元機関又は当該ＥＭＣ構成要員  

自身の判断により、直ちに活動を中止するものとする。 

（４）ＥＭＣ構成要員の防護措置 

ア ＥＭＣ構成要員の派遣元機関は、放射性物質による汚染又

はそのおそれがある場所において活動を行う要員に対して、 

    防護服、 防護マスク等を携行させるとともに、Ｅ

ＭＣセンター長は、着用を指示する。 

イ ＥＭＣ構成要員の派遣元機関は、放射性ヨウ素による内部

被ばくのおそれがある場所において活動を行う要員（原則と

して 40歳未満）に対して、安定ヨウ素剤を携行させるととも

に、ＥＭＣセンター長は、原子力災害対策本部等からの服用

の指示（決定）を受け、           服用を指示

する。 

 

 

 

（２）被ばく管理 

ア ＥＭＣセンター長     は、ＥＭＣ構成要員の派遣元

機関と協力して適切にＥＭＣ構成要員の被ばく管理を行う。 

イ ＥＭＣセンター長は、放射性物質による汚染又はそのおそ

れがある場所で活動するＥＭＣ構成要員に個人被ばく線量計

を配布し、活動期間中の外部被ばく線量を記録するとともに、

その結果をＥＭＣ構成要員の派遣元機関に通知する。また、

ＥＭＣ構成要員の派遣元機関は、ＥＭＣセンター長から通知

された記録に基づき、ＥＭＣに派遣するＥＭＣ構成要員の被

ばく線量を管理する。 

 

（３）被ばく管理基準 

愛媛県のモニタリング要員の活動期間中の外部被ばくの管理基

準値等については 愛媛県地域防災計画等         で

定め         、その値を超えたとき、もしくは超える

おそれのあるときは、ＥＭＣ構成要員の派遣元機関は ＥＭＣセ

ンター長の判断を参考に当該モニタリング要員に   屋外の活

動中止の指示等をするものとし、ＥＭＣセンター長からの判断が

伝えられない場合であっても、ＥＭＣ構成要員の派遣元機関又は

当該モニタリング要員自身の判断により、直ちに活動を中止する

ものとする。 

（４）ＥＭＣ構成要員の防護措置 

ア ＥＭＣセンター長     は、放射性物質による汚染又

はそのおそれがある場所において活動を行う要員に対して、

出動時に防護服及び防護マスク等の着用又は携帯を指示す

る。                

イ ＥＭＣセンター長     は、放射性ヨウ素による内部

被ばくのおそれがある場所において活動を行う要員（原則と

して 40歳未満）に対して、安定ヨウ素剤を携行させるととも

に、          原子力災害対策本部等からの服用

の指示（決定）を受け、モニタリング要員に対し服用を指示

する。 

 

 

 

 

・原子力災害対策指針

の改正（令和４年７月

６日）を踏まえ、ＥＭＣ

構成要員の派遣元機関

における被ばく管理の

責任を明確化 

 

 

 

 

 

・用語の統一及び記載

の適正化 

 

 

 

 

 

 

 

 

・原子力災害対策指針

の改正（令和４年７月

６日）を踏まえ、ＥＭＣ

構成要員の派遣元機関

の役割を明確化 
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新 旧 備考 

９ 計画の見直し 

国の関係規程（原子力災害対策指針、緊急時モニタリングにつ

いて（原子力災害対策指針補足参考資料）、緊急時モニタリングセ

ンター設置要領  等）の改正等に合わせて、整合を図り、本計

画を適宜改定する。 

＜略＞ 

 

別添 

１ 緊急時モニタリング体制の全体図 

（１）施設敷地緊急事態 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

９ 計画の見直し 

国の関係規程（原子力災害対策指針、緊急時モニタリングにつ

いて（原子力災害対策指針補足参考資料）、伊方緊急時モニタリン

グセンター運営要領等）の改訂等に合わせて、整合を図り、本計

画を適宜改定する。 

＜略＞ 

 

別添 

１ 緊急時モニタリング体制の全体図 

（１）施設敷地緊急事態 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・記載の適正化 

 

 

 

 

 

 

 

 

・原子力災害対策マニ

ュアルの改正（令和４

年９月２日）を踏まえ

修正 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

官邸・内閣府本府庁舎 
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新 旧 備考 

（２）全面緊急事態（フェーズ１：初動対応） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜略＞ 

 

原子力災害対策マニュアル（原子力防災会議幹事会、令和４年９

月２日一部改訂）より抜粋 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）全面緊急事態（フェーズ１：初動対応） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜略＞ 

 

原子力災害対策マニュアル（原子力防災会議幹事会、令和２年７

月 27日一部改訂）より抜粋 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・原子力災害対策マニ

ュアルの改正（令和４

年９月２日）を踏まえ

修正 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・改訂年月日の修正 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

官邸・内閣府本府庁舎 
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新 旧 備考 

２ 緊急時モニタリング等の体制 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜略＞ 

 

２ 緊急時モニタリング等の体制 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜略＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・「重点市町」について、

用語を定義しているた

め記載を修正 

 




